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瀬戸法対象地域

施
策
の
概
要

１）水質総量規制制度は､人口､産業が集中する広域的な閉鎖性海域の水質汚濁を防止するための制度であり､昭和53
年に｢水質汚濁防止法｣及び｢瀬戸内海環境保全特別措置法｣の改正により導入された｡

２）水質総量規制の対象となる指定水域は東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海､指定地域（指定水域の水質の汚濁に関係のあ
る地域）は20都府県の集水域､指定項目は化学的酸素要求量（ＣＯＤ）､窒素含有量及び燐含有量となっている｡

３）水質総量規制制度においては､環境大臣が､指定水域ごとに目標年度､発生源別及び都府県別の削減目標量に関す
る総量削減基本方針を定め､これに基づき､関係都府県知事が､削減目標量を達成するための総量削減計画を定めるこ
ととされている｡削減目標量を達成するための具体的な方途としては､下水道の整備等の生活系排水対策､指定地域内事
業場（日平均排水量が50㎥以上の特定事業場）の排出水に対する総量規制基準の適用､小規模事業場･農業・畜産農業
等に対する削減指導等がある｡

４）なお､削減目標量は､人口及び産業の動向､排水処理技術の水準､下水道の整備の見通し等を勘案し､実施可能な限
度において定めるものとされている｡

５）現在、昨年5月の「第6次水質総量規制の在り方（答申）」に基づき、総量削減基本方針の策定作業を実施しているとこ
ろ。

瀬
戸
内
海
関
係
地
域
で
の
実
施
事
例

（１）ＣＯＤ負荷量
水質総量規制が開始された昭和54年度におけるＣＯＤ負荷量は､瀬戸内海において1,012t/日であったが､汚濁負荷の削
減対策の推進により、第5次総量削減基本方針の目標年度である平成16年度までに630t/日まで削減されることとなって
いる｡昭和54年度から平成16年度までの削減率は､38％となっている｡
現在､第5次水質総量規制によりＣＯＤ負荷量の削減対策が進められており､平成16年度の削減目標量は達成される見通
しとなっている｡

（２）窒素・燐負荷量
平成11年度における窒素負荷量は､瀬戸内海において596t/日であったが､第5次総量削減基本方針の目標年度である
平成16年度までに､瀬戸内海において564t/日まで削減されることとなっている｡瀬戸内海において5％となっている｡同様
に平成11年度における燐負荷量は､瀬戸内海において40.4t/日であったが､平成16年度までに､瀬戸内海において38.1t/
日まで削減されることとなっている｡平成11年度から平成16年度までの燐負荷量の削減率は､6％となっている｡

現在､第5次水質総量規制により窒素及び燐に係る汚濁負荷量の削減対策が進められており､平成16年度の削減目標量
は達成される見通しとなっている｡
なお､関係都府県においては､水質総量規制の指定項目に窒素及び燐が追加される以前から､窒素及び燐に係る汚濁負
荷量が推計されている｡この結果によれば､昭和54年度における窒素負荷量は、瀬戸内海において666t/日であり､燐負
荷量は62.9t/日であった｡参考として､昭和54年度における窒素及び燐に係る汚濁負荷量と平成16年度の削減目標量とを
比較すると､窒素及び燐のそれぞれについて､15％及び39％が削減されることとなる｡

進捗状況を示すデータ

年度

CODの負荷量の推移

担当部局

水質総量規制の取り組み

環境省水・大気環境局水環境課閉鎖性海域対策室

対象地域項目１ CODの負荷量の推移
別添　図参照

年度

1

年度

瀬戸法対象地域

項目３ CODの負荷量の推移 対象地域 瀬戸法対象地域

項目２ 対象地域
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出展）発生負荷量管理等調査（環境省）及び関係都府県による推計結果
備考）点線の棒グラフは、関係都府県による推計値。平成16年度の値は削減目標量

図　指定地域における汚濁負荷量の推移及び削減目標量
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3 － 1 － 1 - ア 3 － 10 － -

単位 万人
Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６
44 47 40 40 42 40 38 38 37

単位 ％
Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６
0.4 0.4 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

単位

施策名

Ｎｏ Ｎｏ（再掲）

該当箇所番号
該当箇所番号
（再掲の場合）

全国

施
策
の
概
要

○市町村が整備するコミュニティープラントについては、従来より廃棄物処理施設整備費国庫補助金により支援
していますが、国と地方の三位一体改革の協議を踏まえ、廃棄物の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を総
合的に推進するため、平成１７年度に創設した「循環型社会形成推進交付金制度」においても、引き続き支援し
ています。

瀬
戸
内
海
関
係
地
域
で
の
実
施
事
例

進捗状況を示すデータ

年度

コミュニティープラントの普及率

担当部局

最近のコミュニティープラント施策の概要

環境省廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課（概要）及び浄化槽推進室（資料）

対象地域項目１ コミュニティープラントの普及人口

年度

592

年度

全国

項目３ 対象地域

項目２ 対象地域
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3 － 1 － 1 - ア 3 － 10 － -

単位
H12 H13 H14 H15 H16
15 18 21 22 24

単位
H12 H13 H14 H15 H16
63 65 67 68 69

単位

施策名

Ｎｏ Ｎｏ（再掲）

該当箇所番号
該当箇所番号
（再掲の場合）

瀬戸内海関係府県

施
策
の
概
要

■最近の下水道施策の概要
１）高度処理
　・高度処理とは、窒素やリンといった富栄養化の原因物質等を多量かつ確実に除去できる高度な処理方法のこと。
　・湖沼、三大湾等閉鎖性水域の富栄養化防止、水道水源水域の水質保全、水質環境基準の達成維持、下水処理水の
再利用を目的としている。
　・平成１６年度末で、合計２７７箇所で実施している。

２）合流式下水道の改善
　・合流式下水道とは、汚水と雨水を同じ管きょで排除する下水道のこと。
　・雨天時に未処理下水の一部がそのまま流出するため水質保全上、公衆衛生上極めて問題である。
・平成１５年９月に、下水道法施行令の改正を行い、平成１６年から原則１０年間での合流式下水道の改善を義務づけ
た。

■下水道の整備状況（処理人口・普及人口）
１）平成１６年度末で、下水道処理人口普及率は68.1％（全国平均）である。
２）人口５万人未満の中小市町村では、普及率は36.3％（平成１６年度末）にすぎない。

■下水道の高度処理の普及率
１）平成１６年度末で、高度処理人口普及率は13％（全国平均）である。

瀬
戸
内
海
関
係
地
域
で
の
実
施
事
例

■瀬戸内海における整備状況
・瀬戸内海関係府県における５０６市町村中、３９９市町村で事業着手済み。（平成17年度末見込み。着手率７９％）

■瀬戸内海における高度処理の普及率
・瀬戸内海関係府県における１１６処理場において高度処理を実施中。（平成16年度末）

進捗状況を示すデータ

年度

下水道処理人口普及率

担当部局

最近の下水道施策の概要

国土交通省下水道部下水道企画課

対象地域項目１ 高度処理人口普及率

年度

603

年度

瀬戸内海関係府県

項目３ 対象地域

項目２ 対象地域
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3 － 1 － 1 - ア 3 － 10 － -

単位 万人
Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６
263 275 283 296 308

単位 ％
Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６
7.5 7.8 8.0 8.4 8.8

単位

施策名

Ｎｏ Ｎｏ（再掲）

該当箇所番号
該当箇所番号
（再掲の場合）

瀬戸法関係府県

施
策
の
概
要

１）平成１７年の通常国会に議員立法として「浄化槽法の一部を改正する法律案」が提案され、平成１７年５月に可決・成
立しました。改正の主な内容は、浄化槽法の目的に「公共用水域の水質の保全」を追加して明示すると共に、浄化槽から
の放流水の水質について技術上の基準を定めることとされました。また、浄化槽の維持管理に対する都道府県の監督規
定を強化し、法定検査の未受検者に対する助言指導・勧告・命令の規定を定めました。

２）浄化槽の整備を推進するため、「浄化槽設置整備事業」及び「浄化槽市町村整備推進事業」の両事業により、個人が
設置する浄化槽及び市町村が整備する浄化槽のそれぞれに国庫助成を行っています。

瀬
戸
内
海
関
係
地
域
で
の
実
施
事
例

進捗状況を示すデータ

年度

浄化槽の普及率

担当部局

最近の浄化槽施策の概要

環境省廃棄物・リサイクル対策部浄化槽推進室

対象地域項目１ 浄化槽の普及人口

年度

614

年度

瀬戸法関係府県

項目３ 対象地域

項目２ 対象地域
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3 － 1 － 1 - ア 3 － 10 － -

単位 ％
H12 H13 H14 H15 H16 対象県すべて
25.8 30.4 33.3 34.9 36.3

単位 件
H12 H13 H14 H15 H16 対象県すべて
85 95 115 147 160

単位

施策名

Ｎｏ Ｎｏ（再掲）

該当箇所番号
該当箇所番号
（再掲の場合）

瀬戸法対象地域

施
策
の
概
要

１）農業集落排水事業は、農業集落におけるし尿、生活雑排水等の汚水又は雨水を処理する施設の整備又は
改築を行い、農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設の機能維持、又は農村生活環境の改善を図り、併
せて公共用水域の水質保全に寄与することを目的としている。

２）農業集落排水施設の整備にあたっては、市町村の意向を十分に反映した上で農業集落排水、下水道、浄化
槽の各汚水処理施設の整備に関する「都道府県構想」を策定し、地域の実情に応じた効率的な整備の推進に
努めることとしている。

３）瀬戸内海をはじめとする人口、産業が集中する広域的な閉鎖性水域においては、環境大臣が指定水域毎に
目標年度、発生源別及び都府県別の削減目標量に関する総量削減基本方針を定め、これに基づき、関係都道
府県知事が総量削減計画を定め、農業集落排水等の生活排水対策を推進することとされている。また、指定地
域内事業場（日平均排水量が50m3以上の特定事業場)については、排出水に対する総量規制基準の適用を
行っており、この結果、農業集落排水施設における、窒素、リン等の高度処理対応施設数も年々増加している。

瀬
戸
内
海
関
係
地
域
で
の
実
施
事
例

（１）農業集落排水施設の整備状況
瀬戸内海関係府県（京都府、兵庫県は瀬戸内海特別措置法対象地域のみ）における農業集落排水施設の整
備率及び整備済人口は、平成16年度末時点において36.3％、448千人となっており、平成12年度から16年度ま
での５年間で、それぞれ10.5％、129千人増加している。

（２）高度処理の推進
瀬戸内海関係府県（京都府、兵庫県は瀬戸内海特別措置法対象地域のみ）における農業集落排水施設の高
度処理対応施設数は、平成16年度末時点において160施設となっており、平成12年度から16年度までの５年間
で、75施設増加している｡

進捗状況を示すデータ

年度

高度処理対応の施設数（累計）

担当部局

最近の農業集落排水施設施策の概要

農林水産省農村振興局整備部地域整備課

対象地域項目１ 農業集落排水処理人口普及率の推移

年度

625

年度

瀬戸法対象地域

項目３ 対象地域

項目２ 対象地域
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出典：整備対象人口は、平成１５年度の都道府県構想（京都府、兵庫県については平成
１６年度末）による。

（注）高度処理対応施設とは、窒素、リン除去対応型の施設をいう。

瀬戸内法対象地域における
農業集落排水整備済み人口及び処理人口普及率の推移
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3 － 1 － 1 - イ 3 － － -

単位

単位

単位

年度

項目３ 対象地域

項目２ 対象地域

年度

瀬戸内海における産業界の代表的な工場の水質改善の取り組み（事例紹介）

環境省水・大気環境局水環境課閉鎖性海域対策室

対象地域

施策名

担当部局

項目１
裏面参照

年度

進捗状況を示すデータ

施
策
の
概
要

【水質総量規制の遵守に向けた事業者の取り組み】

○その後昭和53年に成立した瀬戸内海環境保全特別措置法に基づき、昭和54年よりCODを対象項目として5次にわたり
水質総量規制が実施されている。第5次水質総量規制からは対象項目として窒素・りんが追加となっている。

○１日あたりの排水量50m3以上の特定事業場（以下、指定地域内事業場）に対しては、都道府県知事が定める総量規制
基準により業種ごとに汚濁負荷量の値を許容限度として示しており、指定地域内事業場を設置するものは総量規制基準
の遵守義務がある。

○これに対応するため、事業者は排水処理施設等の設備投資や水の循環再使用に取り組み、負荷量削減に努めてい
る。
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○総量規制適用以前から、瀬戸内海においては昭和48年に成立した瀬戸内海環境保全臨時措置法に基づき、産業排水
に係るCODで表示した汚濁負荷量を３年間で昭和47年当時の１/２カットが実施されてきた。

○また、瀬戸内海環境保全特別措置法の指定物質削減指導方針による、りん及びその化合物の削減が昭和55年度か
ら、また窒素及びその化合物については平成8年度から実施されたことから、瀬戸内海においては、他の総量規制地域に
先立って、事業者により産業排水の負荷削減の取り組みが実施されてきた。
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